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１．申請者の概要

守口門真商工会議所

担
当
者

会頭　小倉　庸敬

連絡先

所在地
申
　
請
　
者

団体名

代表者職・氏名

昭和45年　4月

〒571-0045
大阪府門真市殿島町6番4号

商工振興部　中小企業相談所　所長　小西　敬人

konishi@mk-cci.jp

②職員数

守口市・門真市③所管地域

（１）商工会議所としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること

（２）行政庁等の諮問に応じて答申すること

（３）商工業に関する調査研究を行うこと

（４）商工業に関する情報及び資料の収集又は刊行を行うこと

（５）商品の品質又は数量、商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、鑑定又は検査を行う

こと

（６）輸出品の原産地証明を行なうこと

（７）商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること

（８）商工業に関する講習会又は講演会を実施すること

（９）商工業に関する技術及び技能の普及又は検定を行なうこと

（１０）博覧会、見本市等を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行なうこと

（１１）商事取引に関する仲介又はあっせんを行なうこと

（１２）商事取引の紛争に関するあっせん、調停又は仲裁を行なうこと

（１３）商工業に関して、相談に応じ、又は指導を行なうこと

（１４）商工業に関して、商工業者の信用調査を行なうこと

（１５）商工業に関して、観光事業の改善発達を図ること

（１６）社会一般の福祉の増進に資する事業を行なうこと

（１７）行政庁から委託を受けた事務を行なうこと

（１８）商工業に関する図書を収集し、一般の閲覧に供すること

（１９）前各号に掲げるもののほか、本商工会議所の目的を達成するために必要な事業を行なうこと

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

守口市・門真市　合計10,928件（令和３年　経済センサス）

守口市・門真市　合計8,258件（平成28年　経済センサス）

2,941件（組織率26.9%）（令和4年12月31日現在）

（うち経営指導員数



　本事業の実施により、小規模事業者が抱える課題についての把握を行ない、適切な解決策を掲示することが

できるワンストップサービスの拠点としての役割を果たすとともに、地域の情報発信基地としての機能を発揮

することで地域活性化に結びつけていく。また、行政や各種中小企業支援機関等が実施している施策の普及に

努め、地域産業の活力向上を目指す。商業においては個店の魅力強化とＥＣ活用、工業においては企業のブラ

ンド化となる認定事業に注力することで、地域経済の発展に貢献するものと考えられる。引き続き、事業計画

作成支援など事業所ごとにきめ細やかな支援を実施し、経営者自ら自社のことを考え、改善する動きを個別に

後押しする。本事業が実施されなかった場合、販路開拓・研修・交流の機会が失われるだけでなく、守口門真

地域の小規模事業者が各支援施策を知り、利用する機会が大幅に減少し、地域活力の低下に繋がる。

守口門真商工会議所

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

（２）所管地域の活性化の方向性

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

２．事業概要

（４）事業の目標

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）

　令和４年度は新型コロナウイルス感染症の終息が見えない状況により商業・工業を問わず管内の事業所は深

刻な打撃を受け、未だ影響を受けている事業所も多い。

　商業の現状は、管内の主要幹線道路に直結しているＥＸＰＯシティ（吹田市）・イオン（四條畷市）の存在

により大きな影響を受けおり、事業所数（卸売・小売業、飲食サービス業、宿泊業）は４，５４１事業所（平

成２６年）、４，２３３事業所（平成２８年）、３，４９９事業所（令和３年）と減少している。

　工業の現状は、大手家電メーカーとの取引で培った品質管理、生産管理のノウハウを強みとして、円安を背

景に海外取引等も活発おこなわれているものの、事業所数は、製造業者数は、１，８２４事業所（平成２６

年）、１，６７０事業所（平成２８年）、１，４９６事業所（令和３年）と減少している。

　その中で、新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢に端を発する原材料の高騰の影響もあり、事業環境

は厳しい状況が続いている。さらに、令和５年春にららぽーと門真が開業することにより、売上はもちろんの

こと、物流や雇用にまで、業種を問わず、大きな影響があると想定している。

※事業所数は経済センサスを参考にしています。

　今後も、地域事業所の販路開拓や生産性向上を推進するため、身近な相談相手として金融支援や、行政の施

策を活用するための事業計画作成を中心とした支援を実施する。また、事業所の多様化する課題（法律・税

務・労務・事業承継・人材育成等）に対応できるよう経営指導員と専門家が連携し、課題解決を図る。

　また、商業・工業問わず、地域経済を循環させるため、地域活性化事業を実施する。商業については、小規

模事業者の商品やサービスの強みを発信することが活性化に繋がると考えられる。特にＥＣを活用した販路開

拓に注力していく。

　工業については、技術やノウハウを効果的にＰＲできるよう公的機関（守口市・門真市・大阪府・近畿経済

産業局等）や、金融機関等複数の支援機関で構成する「もりかど産業支援機関ネットワーク」との連携を緊密

にしていく。さらに総合展示会への出展打診や個別商談会を実施することで新たな地域間取引の強化を図る。

　当地域の事業所は、主に製造業、建設業、卸・小売業、サービス業等で構成されている。これらの事業者は

新型コロナウイルス感染症により資金調達、事業計画作成、販路開拓など様々な課題を抱えている。これら経

営上の問題を抱える小規模事業者を対象とするだけでなく、新事業へ積極的に取り組む事業者、団体も支援対

象とする。主たる支援対象事業者及び事業者数としては、カルテ化事業所数350件、活性化事業の参加企業を

考え、その実数として約1,000事業所とする。

　商工業ともに事業を実施する中で、事業者が抱える課題の解決策の提示と実行支援及び支援機関等へのコー

ディネートを行う。支援方法として専門家や行政（守口市・門真市）、もりかど産業支援機関ネットワークと

連携することで、「きめ細やかな支援」を実現する。商業は個店の魅力強化を支援すると共に、行政、商店

街、商業団体と連携し、ＩＴを活用することで活性化を図る。工業は幅広い連携体制のもと、認定事業や補助

金等を活用し、当地域のものづくり企業の代表といえる事業所を複数発掘・育成することを目標とする。ま

た、販路開拓支援として、総合展示会や個別商談会を実施し事業所の収益拡大を目指す。

【事業体系】

○商業関係：①小規模事業所来店者促進事業（もりかどＥＣマーケット）　②売りメッセ取引商談会in東大阪

　　　　　　③小規模事業者向け販促Webサイト構築支援事業

○工業関係：①守口門真ものづくり元気企業　②大阪勧業展　③ビジネスチャンス発掘フェア2023

　　　　　　④北大阪高等職業技術専門校活用事業　⑤ものづくり優良企業賞応募企業発掘・支援事業

○全　　般：①創業塾　②万博関連事業受注者登録システム登録促進事業　③ＣＳＲ普及啓発事業

　　　　　　④SB/CB創出支援事業

○税務、法務、金融、労務、その他に関する専門家による支援



事業所

支援

事業所

事業所

事業所

支援

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

創業支援

コスト削減計画作成支援

債権保全計画作成支援

人材育成計画作成支援

販路開拓支援

３．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書

5

30

10

10

マル経融資等の返済条件緩和支援

支援メニューの件数

守口門真商工会議所

Ⅰ　経営相談支援事業

支援機関等へのつなぎ345

35

5

金融支援（紹介型）

事業所カルテ・サービス提案

記帳支援

金融支援（経営指導型）

資金繰り計画作成支援

労務支援35

支援

支援

事業所

支援

事業所

支援

25

5

10

10

5

40 95

5

事業所

事業所

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

事業継続計画(BCP)等作成支援

財務分析支援

災害時対応支援

　令和５年度は、アフターコロナ・ウィズコロナを見据えて積極的な取り組みをおこなう事業所を支援すると

共に、大阪・関西万博の機運醸成を推進する。

　また、販路開拓や生産性向上を推進する観点から、各種施策の活用に必要な事業計画書作成支援に特に注力

する。さらに事業承継ニーズに対応するため、日本政策金融公庫や地域の金融機関と連携し支援をおこなうこ

とで支援企業数は345事業所を想定する。

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

事業所

事業所

前年度支援企業数 365

90

10５Ｓ支援

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

結果報告

事業所10

0

345

ＩＴ化支援

事業承継支援

フォローアップ支援

0

0

5

事業活動に伴う税務に関連した課題の解決

Ⅱ　専門相談支援事業

①商工振興の事業展開・相談支援の強化のため、支援機関（もりかど産業支援機関ネットワーク、門真市中小

企業サポートセンター、MOBIO等）の活用をすすめる。

②創業者に対しては、創業計画の策定から資金調達等、幅広く継続して支援をおこなう必要があり、相談内容

に応じて、各種専門家の活用を視野に入れて支援をおこなう。

③施策等に対する補助金や助成金に対し迅速かつ適正に利用するため、中小企業診断士・社会保険労務士等の

専門家を活用し支援をおこなう。

④融資相談については、日本政策金融公庫、大阪信用保証協会、地域金融機関と情報交換・連携強化をすす

め、支援をおこなう。

⑤人材確保等の人材関係の相談に関しては、ハローワーク、守口市、門真市と連携し就職面接会・説明会を実

施し、必要に応じて専門家活用を含めて総合的な支援をおこなう。

法務相談 継続 事業所 15

指標新規/継続 目標数値事業名 支援日数

事業活動に伴う法律に関連した課題の解決

事業概要

事業活動に伴う金融に関連した課題の解決

事業活動に伴う労務に関連した課題の解決

創業・経営革新、知的財産、倒産防止、BCP等

15

29

5

10

41

【事業実施のポイント】

　経営指導員による相談対応の中で、特に専門的な課題について専門家を活用し、伴走支援を行い解決を図

る。ポイントとして、経営指導員が課題の本質を理解し、適切な専門家に振り分けをおこなう重要な役割を

担っている。適切な専門家に振り分けることにより、速やかな課題解決を図る。また、税務、法務、金融、労

務だけでなく、新型コロナウイルス感染症の終息が見えた際には、中小企業で大きな課題となっている人材育

成・確保、事業承継、M＆Aといった相談に対しても幅広く対応できる体制を構築し、ワンストップサービスに

よる支援に努める。

【期待される効果】

　税務相談については、インボイス制度に対する適切な支援や確定申告相談会を実施することで、適正な納税

を推進する効果が期待できる。法律相談については早期解決を図ることで、本業への影響を最小限に抑える効

果がある。また、金融、労務、その他については、各種助成金や補助金活用のため事業計画策定支援も対象と

し、行政の施策活用の推進を図る効果が期待できる。

その他相談 継続 事業所 41

事業実施のポイント・期待される効果

労務相談 継続 事業所 10

税務相談 継続 事業所 29

金融相談 新規 事業所



４－１．地域活性化事業一覧

事業
番号

府施策
連携

事業名 概要 金額（円）

（１）単独事業 7,453,550

1
小規模事業所来店促進事業
（もりかどＥＣマーケット）

ＥCサイトを活用した販路開拓を支援す
る。また、本事業により消費者ニーズを把
握し、事業所へのフィードバックを通じ
て、ＥＣサイトの改善につなげていく。

3,282,500

2 ○ 創業塾

創業を志す方々に対して、創業に対する心
構え、必要とされる手続きや知識を身につ
けていただき、具体的なビジネスプランの
作成を支援することで創業に向けた動きを
加速させ、創業意欲を向上させる。

2,226,800

3 ○ 守口門真ものづくり元気企業

守口市・門真市内のものづくり企業の技術
力・製品力を会議所として認定することで
信用力を高めるとともに、会議所より積極

的な情報発信や販路開拓支援などを通じ
て、ビジネスの拡大を支援する。

1,944,250

（２）広域事業 11,328,924

4
ビジネスチャンス発掘フェア

2023
幹事　八尾商工会議所の事業計画参照 4,143,411

5 大阪勧業展 幹事　大阪商工会議所の事業計画参照 404,000

6 ○
北大阪高等職業技術専門校活用事

業
幹事　北大阪商工会議所の事業計画参照 3,349,968

7 売りメッセ取引商談会㏌東大阪 幹事　東大阪商工会議所の事業計画参照 488,481

8
小規模事業者向け販促Webサイト

構築支援事業
幹事　北大阪商工会議所の事業計画参照 333,300

9 ○
ものづくり優良企業賞応募企業発

掘・支援事業
幹事　高槻商工会議所の事業計画参照 872,564

10 ○
万博関連事業受注者登録システム

登録促進事業

万博関連事業受注者登録システムへの地域
事業者の登録を推進するためのセミナーを
開催する。

1,737,200

合計（１+２） 18,782,474

（うち、府施策連携事業） 10,130,782

守口門真商工会議所



４－２．地域活性化事業　事業調書

10 年目

　

○

　 ○ ○

社

名

守口門真商工会議所

事業名
小規模事業所来店促進事業

（もりかどＥＣマーケット）
事業番号 1 新規/継続 継続

想定する実施期間 平成26 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

守口門真地域の商業活性化を図るため、個店の魅力強化を図り、地域に広くPRする。

地域商業の課題としては、オーバーストア状態であることや、高齢化・後継者不足が引き続き挙げられること
に加えて、物価上昇や円安、さらには２０２３年春に大型商業施設（ららぽーと門真）が開業予定であること

から、従来の店舗型小売・サービス業はより厳しさを増すと考えられる。
本事業を通じて、小規模店舗が取り扱う商品の強化を図ると共に、新たな販路開拓に向けて、インターネット
販売の活用を支援し、今後のメタバースへの進出を見据えた土台作りとする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

自慢の商品（逸品）・サービスを持ち、インターネット販売の開始・強化に積極的な事業所を対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

窓口相談や巡回訪問において、「売上を伸ばしたい」、「自店をもっと知ってもらいたいが、どのようにＰＲ
したら良いかが分からない」との商業者からの声は多いが、小規模事業者にとって広くＰＲする機会・手段・
資金が限られている。

地域の商業者が集まる商業振興委員会を中心に意見交換を行い、事業を進めていく。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

当所ＨＰにおいて、逸品を紹介・販売する専用ページを作成すると共に、ＳＮＳを通じてＰＲをおこない、サ

イトへの誘導を図っている。※1月現在、事業実施中。
令和４年度参加実績：７０社

さらに、商工会議所独自事業として、Twitter引用リツイートキャンペーン「フォロー＆ハッシュタグ投稿で
守口門真の逸品を手に入れよう！」を実施中。

反省点
現時点での反省としては、事業所ごとのクリック数（来店）に大きな差があり、その差を埋める手段がとれて
いないところ。２月の事業実施後にフィードバックにて事業所ごとの改善点等をお伝えする予定です。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要
ＥCサイトを活用した販路開拓を支援する。また、本事業により消費者ニーズを把握し、事業所への
フィードバックを通じて、ＥＣサイトの改善につなげていく。

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

販路開拓

守口市・門真市については、担当課長に会議等への参画を頂いている。特に広報や公的機関で消費者への訴求

が効果的なため、引き続き連携を強める。事業実施の前後で参加店との接触機会も多くあるため、課題を掘り
起こしていくことで、改善につなげていく。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
守口・門真市内のインターネットにて逸品を販売・提供している（これからしようとしている）小規模事業所
に募集を行い、特集した内容を当所ホームページに掲載し、販売につなげる。
作成したページからの各社逸品へのクリック数を管理すると共に、参加事業所からのヒアリングによる効果の

差異を検証し、フィードバックすることで、参加企業のＥＣサイトの改善につなげていく。
本事業については、複数の地域メディアや市の広報・ＳＮＳ、当所ＳＮＳ等を通じて広く消費者へＰＲする。
また、参加店と消費者をつなぐキャンペーンを実施し、閲覧機会を増加させることで、販路拡大を図る。

5月　商業振興委員会　開催

6月　募集開始

8月～2月　ホームページ公開・中小機構の「ebiz」の情報提供及びＥＣ活用支援アドバイスにつなげる
　　　　　 市民まつり等を通じて、本事業をＰＲする。
3月　各事業所へフィードバック

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

80%

その他目標値

目標値の内容⇒
参加店の顧客数を増やし、店舗の商品・サービスの認知度アップを図り常連客と
なってもらうことを目標とする。参加店1店舗あたり約85名の来客を見込む。効
果測定については、当サイト専用メニュー（特典）をご用意いただく等の仕組み
を取り入れ、本事業での来店増加データの収集をおこなう。

6000

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 参加店舗数。小規模事業者持続化補助金や事業再構築補助金を通じて、自慢の商

品やサービスをＥＣサイトで販売・提供している（しようとする）管内商業者に
対してＰＲを実施する。70

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

インターネット販売や予約サイトにおいて、消費者にＰＲすべき内容の精査をおこなうことで、消費
者ニーズとのマッチングをおこなうと共に、サイトの改善を通じて、その後の販路開拓に役立ててい
ただく。

指標 インターネット販売や予約サイトの改善をおこない、集客につながった事業所の割合 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書 守口門真商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500 70 1.00 3,535,000

50,500 6,000 0.01 3,030,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 6,070 6,565,000

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

6,565,000

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

6,565,000 0.50 3,282,500 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数 役割（配分の考え方）

守口門真商工会議所 3,282,500 70



４－２．地域活性化事業　事業調書

10 年目

○

○ 　 ○ ○

守口門真商工会議所

事業名 創業塾 事業番号 2 新規/継続 継続

想定する実施期間 平成26 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

「自分で事業を始めたいが、何ができるかわからない」「創業してやりたいことはあるが、それを実現するた

めの方法が分からない」など、創業に対する意欲は高いものの、具体的な実現可能性を描けていない創業希望

者に対し創業機運を醸成するような支援を行い、創業を実現させることにより管内の産業活性化を図る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

主に守口市・門真市内をメインに大阪府下で創業を希望される方・創業に向けて準備中の方・創業間もない
方。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

創業希望者の多くが、創業に必要な知識や手続きについて十分に把握されておらず、「事業性・実現可能性を
持つビジネスプラン」として計画されていないケースが見受けられる。それらの創業希望者が、創業に関する
必要な知識を得て、専門家による客観的な批評と適切なアドバイスを受ける機会を必要としている。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

【創業塾】
開催日時：令和4年7月3日・10日・17日・24日・8月7日（全て日曜日）10時～13時

場　　所：守口門真商工会館　3階　特別会議室A～D
講　　師：株式会社クリエート・バリュー　代表取締役　駒井　俊雄（中小企業診断士）
参加人数：53名（申込60名）

講義では、「大阪起業家グローイングアップ事業」のビジネスプランコンテストで使用する事業計画書と同じ
フォーマットを使用。ビジネスプランの発表を通じてブラッシュアップを行うことで、当該コンテストにチャ
レンジする基礎となるプランを作成。結果として、1名の申請に繋がった。また、最終日には6つの地域金融
機関の相談窓口を設け、個別相談会を開催した。事業開催後、9名の受講者に対し創業に向けたフォロー支援

を行った。

反省点

事業PRについては、2年前からFacebookとTwitterによる情報発信を行っており、効果的な集客方法として
結果に繋がっている。特に、今年度は定員を当初目標の30名から60名に拡大したにもかかわらず、コロナ禍
開催によるスペースの都合により、3～4名程度は断ったほどである。また、金融個別相談を移動が最小限と

なるワンフロアに変更したことも多くの受講者に活用いただけた要因である。次年度はビジネスプラン作成発

表の詳細スケジュールを最初に提示し、円滑な運営を心掛ける。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要
創業を志す方々に対して、創業に対する心構え、必要とされる手続きや知識を身につけていただき、具体的な
ビジネスプランの作成を支援することで創業に向けた動きを加速させ、創業意欲を向上させる。

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-18 起業家の育成、創業の促進 創業・経営革新

(a)創業塾参加者のうち将来有望な者を大阪府商業・サービス産業課新事業創造グループが実施する
　  「大阪起業家グローイングアップ事業」へ推薦する。
(c)参加者の中で、特定創業支援事業の認定証明書の申請支援等の参加促進の方策も実施する。

(d)参加者の２割を事業所カルテ化することを目標とする。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型

【創業塾】

実施時期：令和5年6月～8月までの期間で5日間（予定）
場　　所：守口門真商工会館（門真市殿島町6-4）
講　　師：意見交換等の交流を上手くハンドリングできる実践的な講師
事業内容：創業に関する知識だけでなく、経営・財務・人材育成・販路開拓に必要な知識習得のための講義と

　　　　　参加者同士のグループワーク・創業プランの発表・金融個別相談会を併せて開催する。
対象地域：守口市・門真市を中心とした大阪府下全域。
スケジュール（予定）：1日目　経営
　　　　　　　　　　　2日目　経営、販路開拓

　　　　　　　　　　　3日目　販路開拓
　　　　　　　　　　　4日目　財務、人材育成、クラウドファンディング・M＆Aマッチング制度説明

　　　　　　　　　　　5日目　ビジネスプラン発表、金融個別相談会

4日目には、クラウドファンディングやM＆Aマッチング制度情報を提供すると共に、最終日には、地域金融
機関と連携した個別相談会を開催する。また、創業塾は守口市・門真市の特定創業支援事業に認定されてお

り、法人設立時の登録免許税減免や日本政策金融公庫創業融資の利率低減等のメリットも提供する。

また、令和5年度は、大阪産業局キャラバン隊事業の地域活性化事業で行っていた創業プレセミナー開催に代
わり、創業塾を約1ヵ月前倒しで実施することで、年度切り替わり時に生活・労働環境が変化する方のニーズ

に対応する予定である。

※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より、実施方法等を感染防止に配慮した形に変更する可能性あり。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携



４－２．地域活性化事業　事業調書 守口門真商工会議所

社

名

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○ ○

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

10名

その他目標値

目標値の内容⇒

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒
過去3年平均受講者数：38名(令和4年度：53名、令和3年度：31名、令和2年度：31名)
行政機関広報誌・当所及び産業支援機関ホームページ・当所公式HP及びSNS・ポスター

掲示（広報板や地域商店街、商業施設等）・鉄道広告並びにインキュベーションオフィス
やコワーキングスペース等創業希望者が多く集まる場所でのパンフレット配置により募集
を行う。また職員の事業所巡回活動時に併せて情報提供を行うことでPR不足を防ぐよう
努めるとともに守口市・門真市と両市内にある金融機関や認定支援機関等との支援ネット

ワークを利用し募集を図る。

38

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

○創業に必要な知識の習得・準備が整えられる。

○創業者同士のネットワーク構築。
○受講後に個別支援サービスが提供される。
○創業時における注意点やノウハウなどの情報交換が気軽にできる。

指標 創業者数（次年度以降の創業者を含む） 数値目標

標準事業費

40,400 38 1.50 2,302,800

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 38 2,302,800

76,000 負担金の積算 創業塾＠2,000円×38名

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

2,302,800

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,302,800 1.00 2,226,800 76,000 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数 役割（配分の考え方）

守口門真商工会議所 2,226,800 38



４－２．地域活性化事業　事業調書

12 年目

○

○

○ ○ ○

社

社

守口門真商工会議所

事業名 守口門真ものづくり元気企業 事業番号 3 新規/継続 継続

想定する実施期間 平成24 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

工業関連企業を取り巻く状況は近年の一層のグローバル化により、他企業との差別化が重要な課題の一つと

なっている。そのような中、守口・門真地域の工業活性化を図るべく、差別化を進めるために本年度も「守口
門真ものづくり元気企業」を認定する。これは大企業の下請け等で培った多くの魅力的な製造技術、品質管理

技術をもつ企業群を1つのパッケージとし、効果的にＰＲすることを目的とする。また認定企業の中でも、よ
り魅力的な企業を大阪ものづくり優良企業賞や関西ものづくり新撰の認定に向けて支援することで、上位の認
定事業申請への取り組みを容易にし、積極的な販路開拓を促す狙いがある。さらに、認定メリットにロゴ使用
やＨＰ、パンフレット掲載だけでなく、展示会出展や出展料補助など、他の販路開拓事業との連携も図る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

製造業事業所（主たる部会：金属工業部会と一般工業部会の約600社）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

普段の巡回活動の中で、自社ＰＲについて課題を持っている事業所が多く見受けられる。それは中小企業が広

告宣伝費にまで費用を掛ける余力が無い為である。当地域においても「ものづくり」技術を保有する元気企業
を発掘し、広くＰＲしていくことが求められている。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

【令和4年度「守口門真ものづくり元気企業」実施状況】
スケジュール：第一回会議（5/24　守口門真商工会館）

　　　　　　　選定委員会（9/7～9/15　書面審査）

　　　　　　　会員大会にて認定楯授与（10/1　守口門真商工会館）

選定委員：工業振興委員、近畿経済産業局、大阪府、大阪公立大学工業高等専門学校、守口市、門真市
認定企業数：6社　パンフレット掲載企業：116社
大阪ものづくり優良企業賞へのステップアップ：4社申込・4社認定
関西ものづくり新撰へのステップアップ：1社申込

Ｐ　　Ｒ：パンフレット（作成：3,000部）を府内商工会議所、団体会議・行政・金融機関・各種展示会・巡
　　　　　回等で配布。

反省点

●ハンズオン支援数について
令和元年度で過去の認定事業者数が１００社を超え、守口市及び門真市内の中堅製造業の認定はできたものと

考えられる。小規模事業者の申請支援では人材不足の中、作業時間を割いて加工方法等のヒアリング行うため
申請書作成に時間がかかってしまう。また特に家族経営の製造業者はQCDや人材育成計画等が確立しておら
ず点数が伸びない事業所も多くなってきている。令和4年度についても6社を支援し、１社あたりの申請支援
をきめ細やかに行った。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要
守口市・門真市内のものづくり企業の技術力・製品力を会議所として認定することで信用力を高めるととも
に、会議所より積極的な情報発信や販路開拓支援などを通じて、ビジネスの拡大を支援する。

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-24 ものづくり優良企業賞応募企業の発掘 販路開拓

大阪府担当者に会議へのご出席、選定委員にご就任いただき、連携を密にとりながら、選定企業を「大阪もの
づくり優良企業賞」の推薦につなげていく。また、申請により各社の強みを把握できるため、事業所にあった

府施策の活用を積極的に行う。さらに守口市・門真市はパンフレットの設置等に協力いただくと共に、会議・
会員大会等へのご出席、選定委員にご就任していただくことで常に情報交換を行う中で連携を深めていく。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型

①【6月】第1回会議：守口門真商工会館にて実施、応募に向けた準備
②【7月】応募期間：ホームページ、商工会議所報などで周知、ＰＲパンフレット作成

③【8月】申請書作成支援期間：経営者もしくは担当者と共に、申請書作成を実施
　　　　  製造現場や製品・設備を確認し、技術面・QCD等の強みを理解した上で、申請書の
　　　　  ブラッシュアップを行う。

④【9月】選定委員会：書面審査にて実施予定
⑤【10月】会員大会にて認定楯授与：守口門真商工会館にて実施予定
※過去の認定事業所及び令和4年度認定事業所の「大阪ものづくり優良企業賞」「関西ものづくり新撰」への
申し込みは大阪府、近畿経済産業局のスケジュールにより対応。

※パンフレット配布（掲載企業：H24認定34社〈3社廃業１社休眠.2社市外移転により減少〉、
Ｈ25認定10社〈1社府外移転により減少〉、Ｈ26認定8社〈１事業所廃業1社業務内容変更により減少〉、Ｈ
27認定13社、Ｈ28認定10社、H29認定9社〈1社市外移転により減少〉、H30認定10社、R1認定10社、
R2認定7社、R3認定5社、R4認定6社）（作成予定3,000部、以下配布予定先：認定事業所500部、大規模展

示商談会300部、ビジネスチャンス発掘フェア700部、各団体・行政・金融機関・巡回等1,000部、各種会議

所事業500部）

※パンフレット活用：外注先のマッチングツールとして個別紹介案件時に活用する。また、製造業者の技術力
の高さや主な保有設備を明確に示すことで、ものづくり地域としてブランド化に繋げる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

70%

その他目標値

目標値の内容⇒ 平成24年度34社、平成25年度10社、平成26年度８社、平成27年度13社、平成28年度

10社、平成２９年度9社、平成３０年度１０社、令和元年度１０社、令和2年度7社、令
和3年度5社、令和4年度6社の合計１22社がすでに認定。122

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

対象事業所数は約６００社で、その内の１％の管内事業所をリードし、コアとなる事業所
として支援対象と考える。募集方法は会報・ホームページ・巡回活動で幅広く募集を行

う。4

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

中小事業者は自社を見つめなおし、独自性や強みを考える機会が少ない。そのため、申請書作成により強みを
整理し、理解することで効果的にＰＲすることができた企業の割合をアンケートを実施することで把握する。

指標 認定事業所のうち自社技術の強みを理解し、ＰＲできた企業割合 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書 守口門真商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○ ○

円 × ＝ 円 （

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

101,000 4 1.00 404,000

50,500 122 0.50 3,080,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 126 3,484,500

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

3,484,500

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

404,000 1.00 404,000 円）

守口門真商工会議所 1,944,250

3,080,500 0.50 1,540,250 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数 役割（配分の考え方）



４－２．地域活性化事業　事業調書

1 年目

○

○ ○ ○

社

守口門真商工会議所

事業名 万博関連事業受注者登録システム登録促進事業 事業番号 10 新規/継続 新規

想定する実施期間 令和５ 年度～ 令和５ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

大阪・関西万博の開催にあたり、現状では本地域でそのビジネスチャンスを感じられる機会が少ないと感じて

いる。そのような中、本事業を通じて、経済効果を地域に呼び込むことを目的に実施する。

また、本事業をきっかけとして、大東・四條畷・守口・門真市域の事業所同士の連携を促進し、販路開拓につ

なげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

業種を問わず、大阪・関西万博の準備・開催に必要であると想定される商品・サービス・技術等を持った事業

所であって、積極的に販路開拓を希望している事業所。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

地域の事業所と接する中、「大阪・関西万博に関連したビジネスチャンスに触れる機会が少ない」というお声
をいただくと共に、必要とされる商品やサービス、技術の情報に触れる機会が求められている。

また、他地域の事業所と連携するため、交流の機会が求められている。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要 万博関連事業受注者登録システムへの地域事業者の登録を推進するためのセミナーを開催する。

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-11 万博関連事業受注者登録システムへの登録促進 販路開拓

（ｂ）大東商工会議所・四條畷市商工会と連携し、地域をまたいで実施することにより、意見交換等を通じ

て、参加事業所同士の相互交流からの販路開拓を促進する。
（ｄ）本事業終了後に、登録内容に関して個別支援をおこなう。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型 ４月　　３所共同による企画会議を実施（大東商工会議所・四條畷市商工会・守口門真商工会議所）
５月　　ＰＲ開始（会報、ＨＰ、ＳＮＳ）
６月　　万博調達・システム活用セミナー及び意見交換会・交流会を実施（於：守口門真商工会館）

　　　　　事業イメージ　万博調達・システム活用セミナー：２時間
　　　　　　　　　　　　意見交換会・交流会　　　　　　：１時間
７月～　受注者登録システムへの登録支援
１１月　３所共同による結果報告会議を実施（大東商工会議所・四條畷市商工会・守口門真商工会議所）

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

80%

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 幅広い業種から６０社の参加を予定。

募集については、各会議所・商工会の広報紙、ＨＰ、ＳＮＳを活用。その他必要
に応じて、市の公報を活用する。60

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

本事業をきっかけに、大阪・関西万博に対する機運を盛り上げると共に、地域事業所の参加意識を高
めていく。

指標 万博関連事業受注者登録システムに登録した事業所の割合 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書 守口門真商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○ ○

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

40,400 60 1.00 2,424,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 60 2,424,000

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

121,200

2,545,200

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,545,200 1.00 2,545,200 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数 役割（配分の考え方）

守口門真商工会議所 1,737,200 40 標準事業費（加算分除く）を想定事
業所数で配分。

大東商工会議所 404,000 10

四條畷市商工会 404,000 10



５－１．商工会等支援事業一覧 守口門真商工会議所

事業
番号

事業名 概要 金額（円）

1 CSR普及啓発事業

企業のCSR-SDGｓ経営（企業が社会的責任

としてSDGｓに貢献する経営）の確立を目

指し、ＣＳＲ経営推進職員の育成等総合的

な普及啓発及び相談支援体制の整備を図

る。

151,500

2 ＳＢ/ＣＢ創出支援事業

地域のSB/CBに取り組んでいる事業所の発

掘や創出を行い、ブロック間を越え大阪全

体のSB/CB支援ネットワーク作りに取り組

み、SB/CBの経営支援の確立を目指す。

151,500



６．経費支出計画書（経費内訳） 守口門真商工会議所

事業所数/回数 単 価（円） 計
345 25,000 8,625,000

5 10,000 50,000

35 30,000 1,050,000

30 40,000 1,200,000

5 20,000 100,000

10 20,000 200,000

35 25,000 875,000

10 20,000 200,000

5 20,000 100,000

10 20,000 200,000

40 20,000 800,000

95 50,000 4,750,000

25 20,000 500,000

10 20,000 200,000

5 20,000 100,000

5 10,000 50,000

0 10,000 0

10 20,000 200,000

0 10,000 0

10 20,000 200,000

0 5,000 0

90 5,000 450,000

345 10,000 3,450,000

23,300,000 23,300,000

Ⅱ　専門相談支援事業

計
360,000

696,000

120,000

240,000

984,000

2,400,000 2,400,000

補助金額

補助金額

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

事業継続計画(ＢＣＰ)等作成支援

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

結果報告

－

労務支援

人材育成計画作成支援

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業計画作成支援

創業支援

303,000

補助金額

算 定 基 準

金融相談

算　定　基　準
支援日数

別紙事業調書のとおり

41

税務相談※

労務相談

29

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり

その他相談

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

事　業　名

法務相談

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

災害時対応支援

小　計

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

算　定　基　準

15

10

補助金額

5

※記帳支援のために税理士を活用する場合は、単価26,000円×事業所数

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

18,782,474

100

補助金額

44,785,474


